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第112回 統計委員会 議事録 

 

 

１ 日 時 平成29年８月24日（木）10:00～10:30 

 

２ 場 所 中央合同庁舎第２号館 ８階 第１特別会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

西村 淸彦（委員長）、北村 行伸（委員長代理）、河井 啓希、川﨑 茂、清原 慶子、

西郷 浩、関根 敏隆、永瀬 伸子、中村 洋一、野呂 順一、宮川 努 

【審議協力者】 

内閣府経済社会総合研究所所長、総務省統計局長、総務省統計局統計調査部長、財務

省大臣官房総合政策課調査統計官、文部科学省生涯学習政策局上席生涯学習官、厚生

労働省政策統括官（統計・情報政策担当）、農林水産省大臣官房統計部長、経済産業

省大臣官房調査統計グループ長、国土交通省総合政策局情報政策本部長（大臣官房サ

イバーセキュリティ・情報化審議官）、日本銀行調査統計局参事役、東京都総務局統

計部長 

【事務局（総務省）】 

横山大臣官房審議官 

統計委員会担当室：山澤室長、肥後次長、永島次長、上田次長 

政策統括官（統計基準担当）：三宅政策統括官 

 

４ 議 事 

（１）部会の審議状況について 

（２）その他 

 

５ 議事録 

○西村委員長 ただ今から第112回統計委員会を開催いたします。 

 本日は、嶋﨑委員、白波瀬委員が御欠席です。 

 議事に入る前に、本日用意されている資料について、事務局から簡単に紹介してくださ

い。 

○山澤総務省統計委員会担当室長 では、お手元の資料について、議事の内容と併せて確

認させていただきます。 

 本日の資料は、議事の（１）部会の審議状況として、個人企業経済調査等の変更に関す

る審議状況の資料が資料１、国民経済計算体系的整備部会の審議状況の資料として、資料

２－１、２－２、２－３、２－４がございます。また、メインテーブルの方々のみに配布

しておりますが、今回、「社会保障費用統計の作成方法の変更」に係る通知がありました
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ので、参考４として配布しております。 

 資料の説明は以上です。 

○西村委員長 それでは、議事に入ります。まず、サービス統計・企業統計部会で審議さ

れております諮問第105号「個人企業経済調査の変更及び個人企業経済統計の指定の変更

について」の審議状況について、西郷部会長から御報告をお願いいたします。 

○西郷委員 それでは、報告させていただきます。資料は１になりまして、資料１の参考

として、本件の審議としては２回目、第73回サービス統計・企業統計部会の議事概要を付

けてありますので、適宜そちらを御覧ください。 

 資料１の参考のところの日時を見ていただくと分かるとおり、７月27日、前回の統計委

員会の直前に、この第２回の部会が開かれまして、資料はなかったのですけれども、午後

の統計委員会の中で、既に口頭で、第２回の部会の内容について報告しておりますので、

今日は簡単に報告をさせていただきたいと思います。 

 資料１の最初のページに戻っていただきまして、第１回、第２回で何が議論されたのか

ということが記載してあります。先ほど申しましたように、第２回についても口頭で報告

はしているわけですけれども、資料をもって御覧いただけるのが今回初めてですので、特

に一番大きな論点の一つでありました設備投資に関して御報告をしたいと思います。 

 １枚めくっていただきまして、別紙１の真ん中辺にございます「従業者」と記載してあ

るところの１つ上のところに「10 設備取得状況」というのがございまして、今回、個人

企業経済調査が四半期のものから年次に変わるというところで、加工統計の面で一番大き

な影響を受けるのが、この個人企業における設備投資をどうとるのか。四半期でこれを

とっているというものが、この調査しかございませんでしたので、それが年次に変わる、

そうするとＱＥ等の推計に大きな影響が及ぶ、そこをどうするかということが一つの焦点

でした。 

 設備取得状況の上の方に記載してある変更案では、薄くなっていて読みづらくて恐縮で

すけれども、新規設備の取得額、それから中古設備の取得額をとるというだけの案だった

のですけれども、それですと、四半期から年次に変更されることの情報のロスが余りにも

大き過ぎるので、何とかそれを補えないかということで、部会から修正の要求を出してい

ただいた案が、統計委員会修正案になっております。 

 年次になりますから、四半期の区別を付けて設備投資の額を正確に把握することはでき

ないのですけれども、赤い枠の中に囲ってありますとおり、個人企業ですから、よく観察

されるのが、車両、機械、工具、器具、備品、これらであると。これら以外のものは比較

的少ない。そこで、車両等について、それが四半期のうちのどのタイミングで獲得された

のか、支出が行われたのかということさえ把握できていれば、情報のロスをかなり防げる

ことから、このような形に変更していただく格好になりました。そこが、第２回の委員会

では一番大きなところだったかと思います。このことは先にも説明はしたのですけれども、

今回、視覚的な資料で御覧いただくのは初めてになりますので、特に御報告をさせていた

だきます。 

 そのほかの調査票上の変更点に関しましては、第１回の部会で特に専門委員から出され
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た意見について、対応していただいた結果の変更ということになります。そのほかの詳し

いことに関しましては、先ほど申しました資料１の参考に記載してございますので、後で

御覧ください。 

 今日、第２回の報告を済ませた後は、この統計委員会で意見を伺いまして、もし統計委

員会から意見が出されましたら、それを踏まえて答申案を作成して、次回の９月に開催予

定の統計委員会において、私から答申案を報告するという格好になっております。 

 以上で私からの報告は終わらせていただきます。 

○西村委員長 ありがとうございました。前回の統計委員会でも概略は御報告いただいて

おりますし、それから、現在、審議において答申の取りまとめということでありますが、

追加的に何か御質問等ございますか。 

○西村委員長 実はこの車両、機械、工具等のところは非常に重要な点でありまして、こ

れは統計を作る側と、それから統計を使う側との望ましい接点をどうやって図っていくか

という点で、今後の我々のやり方の一つのモデルケースになると思います。統計を作ると

きには何のために作るのかということが非常に重要になりますので、そういうことから考

えたときに、いろいろな変化が起こったときに、この場合は、過去のものとの整合性をで

きるだけ保つためにこれが必要だという形になったわけですが、場合によっては、新しい

何かを考えなければいけないときに、利用側、特に加工統計の側から統計を作る方に対し

て積極的に何かを働きかけていくことが、今後必要になってくるのではないかと思います。

そういう意味で、非常にいいモデルケースになったのだと思いますし、我々も、今後も加

工統計側の要求というなら、逆に御用聞きではありませんけれども、そういう形で把握し

ていく、それを反映させていく形にしなければいけないと思います。 

 それから、部会長メモについてはよろしいのでしたか。 

○西郷委員 はい。次回の答申案の審議のときに、まとめて報告させていただきます。 

○西村委員長 分かりました。それでは、特段の御意見がないようですので、答申案につ

いては、９月の委員会に向けて取りまとめをお願いしたいと思います。部会長、それから

部会所属委員におかれましては、引き続きよろしくお願いいたします。 

 それでは、次に、国民経済計算体系的整理部会における審議状況について、宮川部会長

から御報告をお願いします。 

○宮川委員 それでは、私から国民経済計算体系的整備部会の審議状況を御報告いたしま

す。６月27日の統計委員会で事務局から報告しましたように、本年５月19日の統計改革推

進会議において、ＧＤＰ統計の基準年推計の改善に向け、産業連関表のＳＵＴ（供給・使

用表）体系への移行が提言されたことなどを踏まえ、産業連関表のＳＵＴ体系への移行及

びＧＤＰ統計の改善に係る課題等について効率的に審議をするために、部会の下にＳＵＴ

タスクフォース会合を設置し、４回にわたって審議を行いました。 

 第１回会合では、ＳＵＴタスクフォース会合における検討課題及び審議の方向性等につ

いて議論をいたしました。この内容につきましては、事務局から６月の統計委員会で報告

をしております。その後、ＳＵＴタスクフォース会合における重点審議項目につきまして、

第２回会合では関係府省から、第３回会合では専門委員・審議協力者の先生から御意見を
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頂きました。その上で、第１回から第３回までの審議を踏まえて、第４回会合で私から意

見の取りまとめ案を提示し、これを審議して最終案を取りまとめるに至りました。そして、

これを昨日の第６回国民経済計算体系的整備部会において報告し、審議をいたしました。

そこで取りまとめましたものについて、本日、報告をさせていただきます。 

 報告資料、国民経済計算体系的整備部会で審議されましたものの取りまとめ資料は、資

料の２－２、それから資料の２－３、資料の２－４と３つに分かれておりますが、非常に

大部ですので、その概況を要約いたしました資料２－１に沿って御報告をさせていただき

たいと思います。 

 新しいＳＵＴ・産業連関表の整備に向けた基本的な方針・方向性につきまして、先ほど

の資料にならって３つに分けております。１つは、ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の考え

方。２つ目は、建設・不動産、医療・介護、教育分野等の統計整備。３つ目は、議論の過

程において明らかになった統計委員会として取り組むべき事項。この３つでございます。

今、申し上げましたように、それぞれのテーマといいますか、方針が、各資料２－２、２

－３、２－４に対応しております。 

 初めに、ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の考え方について御報告いたします。基本的な

方針・方向性は３点あります。まず１つ目の方針は、基準年ＳＵＴ・産業連関表の基本構

成を早期に固め、基礎統計の調査設計に反映するということです。基準年ＳＵＴ・産業連

関表の基本構成の大枠を早期に固め、その方針を、経済センサス‐活動調査、投入調査、

ビジネスサーベイなどの基礎統計の調査設計に反映させます。その際には、関係府省の協

力を受けて、産業連関表、関連する基礎統計の実情をしっかり把握し、できるだけ定量的

な分析をベースに検討を行います。 

 なお、基本構成の大枠を決定した後も、サービスの生産物分類の策定など並行して検討

されている事項や、基礎統計の試験調査等の成果を、随時フィードバックしていきます。

その上で、基本構成を必要に応じて見直し、基準年ＳＵＴ・産業連関表の詳細な構成を最

終的に決定し、併せて、基準年ＳＵＴ・産業連関表の作成方法を固めていく、との逐次的

な決定プロセスを踏むということにいたします。 

 次に、２つ目の方針ですが、基準年ＳＵＴと中間年・年次ＳＵＴの基本構成を、できる

限りシームレスなものにするということです。新しいＳＵＴ・産業連関表においても、基

準年を詳細に推計する「ベンチマーク・アプローチ」を、引き続き採用いたします。ＳＮ

Ａ年次推計の基となる中間年・年次ＳＵＴの精度向上も重要であるため、基準年ＳＵＴと

中間年・年次ＳＵＴの双方で、同一の定義・概念に基づき、各種調査により基礎となる

データを適正に収集した上で適切な加工を行い、両者が整合的となるような作成方法を用

いることができるように、基準年ＳＵＴと中間年・年次ＳＵＴを、できる限りシームレス

な設計とします。具体的には、基準年ＳＵＴと中間年・年次ＳＵＴの作業上の部門構成を

近付けること、ビジネスサーベイなど年次の基礎統計を強化することが必要です。 

 ２ページを御覧ください。この実現に向けまして、2018年度の可能な限り早期に、基準

年ＳＵＴに関し、内閣府からＧＤＰ統計の精度向上に必要となる事項について具体的な要

望の提示を行い、それを踏まえ基礎統計や統計ニーズも含め検討を行い、基準年ＳＵＴ・
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産業連関表の基本構成を決定いたします。 

 ３つ目の方針ですが、これは、基準年ＳＵＴ・産業連関表の部門については、適切な改

廃を実施するということです。基準年ＳＵＴ・産業連関表の部門については、部門分類概

念の整合性を前提としつつ、サービス化の進展など産業構造の変化に加え、（i）公表計数

に対する分かりやすい説明、（ii）基礎統計の制約の観点から、ユーザーのニーズにも配

慮して、適切な改廃を実施する必要があります。具体的な部門については、今述べた観点

を踏まえ、国内生産・需要額の大きさ、産業における生産技術の類似性、生産物の用途の

類似性、産業・生産物の成長性、国際比較可能性について、一定の客観的ルールを設定し

て検討を行います。 

 なお、この関連で、部会審議においては、報告者負担についても十分に配慮する必要が

あり、そのためには、報告者側と調査側で継続的な対話を通じて、報告者の意見を適切に

把握していくことが重要との意見が出されました。 

 次に、建設・不動産、医療・介護、教育分野等の統計整備について報告いたします。取

りまとめでは、建設・不動産、医療・介護、教育分野について、産出先の内訳の年次の把

握が難しいこと等の現状を踏まえ、①生産額のカバレッジ・精度、②産出先内訳の精度、

③中間投入構造の精度の項目ごとに、基礎統計に関する課題の整理を行いました。 

 まず、建設・不動産については、「住宅建築」「非住宅建築」「不動産仲介・管理業」「不

動産賃貸業」において、①の生産額のカバレッジ・精度に関する課題があると考えられま

す。特に不動産のマージン等の課題は重要です。 

 医療につきましては、①の生産額の精度では、業務統計でカバーされていない保険外診

療に課題があると考えられます。③の中間投入構造においては、詳細な投入構造の把握に

課題があると考えております。特に中間投入の５割を占める医薬品に係る投入額の精度向

上は、ＧＤＰの精度向上にとって重要であり、年次ベースでの把握が必要と考えておりま

す。 

 ３ページに移らせていただきます。社会福祉・介護では、「社会福祉（国公立）」におい

て、③の中間投入構造の精度に関して課題があると考えております。 

 教育は、③の中間投入構造の精度に課題があると考えられます。特に「学校教育（国公

立）」の統計整備が必要と考えられます。 

 これらの課題に対応するための統計整備等について、９月以降のＳＵＴタスクフォース

会合で、引き続き検討いたします。 

 最後になりますが、議論の過程において明らかになった統計委員会として取り組むべき

事項について報告いたします。ＳＵＴタスクフォース会合の審議において指摘された課題

が３点ございます。 

 １つ目は、基礎統計の改善であります。国民経済計算体系的整備部会及びＳＵＴタスク

フォース会合においては、基礎統計の改善に向けて更に取組を行う予定ですが、諮問審議

を行う各部会においても、同様の観点から基礎統計の改善に向けた検討をお願いし、また、

基礎統計作成府省におかれては、統計委員会への前広な情報提供をお願いしたいというこ

とでございます。 
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 ２つ目は、行政記録情報の一層の活用です。日本においても、法人番号の通知状況等と

いった行政記録情報を活用し、事業所母集団データベースのカバレッジ拡大を図るといっ

た進展が見られますが、なお諸外国と比べて活用が後れていることは否めません。引き続

き行政記録情報の活用拡大に向け、働きかけを続ける必要があるということであります。 

 最後の３つ目は、リソースの確保についてです。産業連関表のＳＵＴ体系への移行に際

しては、関連する基礎統計や産業特性も含めて、その分野を熟知した経験豊かな専門家が

必須となります。有能な人材を確保し、見直し業務に従事させることで、長期的な視点で

専門家を育成していくことが不可欠で、この点に関し強いメッセージを発する必要がある

としています。 

 私からの報告は、以上でございます。 

○西村委員長 ありがとうございました。私自身も、御報告いただいた点は、いずれも全

くそのとおりと考えております。その中でも、特に私としては、個人的に気になるところ

は、社会福祉においても特に教育ですとか、国公立学校の統計整備が必要とされていると

ころで、国公立大学に籍をいまだ置く者として、私もこの点については非常に問題に感じ

ておりますし、これをやっていかなければいけない。まず隗より始めよと、意味は違いま

すけれども、通例使われている意味では、まず自分から始めろということですので、こう

いうことは重要な点で、我々も公的統計に関わる人間として考えていかなければいけない

ことだと考えておりますので、特に関係府省におかれましては、この点についての更なる

取組をお願いしたいと思います。これは関係府省でできる話ではなくて、その下にいると

いうか、調査客体の問題でもありますので、調査客体がきちんと動けるように、体制を整

備していかなければいけないと思っております。 

 それから、あと２点ございます。１点は、特にＳＵＴに関して、理論と実務のすり合わ

せということのバランスの重要性ということです。詳細な調査を設計しますと、理論的に

は詳細なデータを収集できることになりますが、しかし、余りに詳細にすぎると、今度は

報告者負担が重くなり、実査の段階においては無回答や誤りが増えて、結果的にはかえっ

て正確なデータを収集できなくなることがあります。このために、両者のバランスをとる

ということは非常に重要な点ですので、この点は今回の報告に入っていたということで、

重要な点の一つだと思います。この９月以降の審議においては、こうしたつり合い、バラ

ンスを考えて、ＳＵＴ・産業連関表の生産物・産業分類表を、適切な細かさと、それから

まとめると、この両方を検討いただきたいと思います。 

 それから、２番目は、ＳＵＴの産業連関表は、これはひいてはＧＤＰの精度向上という

ことですが、そのためには基礎統計の整備が欠かせないということであります。特に今回、

ＧＤＰの３割弱を占める建設・不動産、医療・介護、教育の各分野において、具体的な課

題が整理されたということは、画期的なことだと考えております。当該分野においての統

計の精度の向上を図るために、関係府省、国土交通省、厚生労働省、文部科学省の３省、

そしてもう一方の主役である内閣府、更にはその他の関係府省の前向きな取組ということ

を、強くお願いしたいと思います。 

 ほかに、この報告について、何か御質問等はございますか。 
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 あともう１点、付け加えるべきだと思うことはリソースの問題であります。このリソー

スの問題は、お金を付ければすぐリソースは生まれてくるというのは間違いですけれども、

お金がなければリソースは生まれてこないことは正しいので、そういうことを含めて、今

後、このリソースを、物的なリソース、そして人的なリソース、両方においてしっかりと

作っていかなければいけないことについては、もう一度確認したいと思います。 

 それでは、本日用意いたしました議題は以上です。次回の委員会の日程について、事務

局から連絡をお願いいたします。 

○山澤総務省統計委員会担当室長 次回の委員会は、９月21日木曜日の10時から開催する

予定です。具体的な場所も含め、詳細につきましては別途御連絡いたします。 

○西村委員長 以上をもちまして、第112回の統計委員会を終了いたします。ありがとう

ございました。 

○山澤総務省統計委員会担当室長 なお、この後、本会議室にて基本計画部会を開催いた

します。引き続き御出席いただきますようお願いいたします。 

 傍聴者の入替えがありますので、しばらくお待ちください。 

 

 


